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S-18プロジェクトは、2025年第3回気候変動影響評価や地方自治体の適応策策定、

さらにグローバルストックテイクなどへの科学的インプットの要請を背景に構想された。

１．はじめに（研究背景等）

気候変動適応法

気候変動の影響増大
COVID19パンデミック
脱炭素の急速な進展

IPCCAR7検討開始



S-18プロジェクトの背景：行政及び社会の視点
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● S-18プロジェクトに対する行政の視点（気候変動適応室、2019年6月）

• 2025年の気候変動評価に向けた最新の科学的知見に基づく気候変動影響評価
に資する調査研究の推進

• 気候変動適応計画の変更に当たっては、現時点では適応策の費用対効果等の
経済的評価の知見が不足

• 都道府県および市町村の地域気候変動適応計画の策定を支援・推進する必要
があるが、地方公共団体レベルの検討に資するような時空間解像度での影響
評価の知見が不足している

● S-18プロジェクト開始後の社会的変化への対応

• 国内外で急速な変化が進行

－新型コロナウイルス感染症、政府によるカーボンニュートラル宣言、
脱炭素の急速な展開、IPCC第6次報告書公表、現下のウクライナ危機など

• これらに合わせて研究スコープを拡大

－新型コロナと気候変動との関係
緩和策と適応策のシナジー/トレードオフの検討



【全体目標】
我が国の気候変動適応を支援する影響予測・適応評価に関する
最新の科学的情報を創出する

 
降雨量極値差

(mm/day)
降雨量極値差

(mm/day)

⑤ IPCC、パリ協定などへの国際的貢献
⑥ 他のプロジェクトとの研究交流。気候変動影響の全体像の提示
⑦ 民間企業、NGO、マスコミなどとの情報交換

① 統一的な全国レベルの影響予測
② 自治体の適応計画検討に資する高解像度の影響予測
③ 適応策の効果の評価
④ 分野ごとに脆弱な地域の抽出、地域毎の影響特性の把握
（拡充） COVID-19と気候変動、緩和策と適応策の関係

⑦ 気候変動に対してresilient（強靭）な社会の在り方に向けた提言 4

影響予測・適応評価

連携・交流・発信

社会への提言

２．研究開発目的／３．研究目標



社会経済・適応シナリオ
共通シナリオ

気候シナリオ

対象6分野の気候変動影響・適応評価

経済評価

＜期待される成果＞
次世代影響予測モデルの開発
包括的影響評価レポート
2025年影響評価への貢献

農林
水産業

水環境・
水資源

自然
生態系

自然災害
・沿岸域

健康 産業・
経済活動

国民生活
都市生活

地方公共団体
国立環境研究所

気候変動
適応センター 事業者

国民気候変動適応情報
プラットフォーム

A-PLAT

気候変動適応法の実施

研究計画



S-18プロジェクトの構成（5テーマ19課題）

テーマ１：総合的な気候変動影響予測・適応評価フレームワークの開発【三村信男（茨城大学）】
サブテーマ1-1：統一的な気候変動影響予測のためのフレームワーク構築と基盤情報の整備
サブテーマ1-2：適応計画策定支援のための統合データベース構築と分析ツールの開発
サブテーマ1-3(1)：統計的な手法によるデータ・ドリブンな気候変動影響予測手法の開発と適応効果の解析
サブテーマ1-3(2)：統計的な手法によるデータ・ドリブンな気候変動影響予測手法の開発と適応効果の解析
サブテーマ1-4：適応策のシナジー・トレードオフを考慮した気候変動適応計画の評価に関する研究

テーマ２：農林水産業分野を対象とした気候変動影響予測と適応策の評価【細野達夫（農研機構）】
サブテーマ2-1：水稲、畑作物、野菜、果樹を対象とした気候変動影響予測と適応策の評価
サブテーマ2-2：畜産を対象とした気候変動影響予測と適応策の評価
サブテーマ2-3：林業を対象とした気候変動影響予測と適応策の評価
サブテーマ2-4：水産業を対象とした気候変動影響予測と適応策の評価

テーマ３：自然災害・水資源分野を対象とした気候変動影響予測と適応策の評価【横木裕宗（茨大）】
サブテーマ3-1：気候変動による氾濫・浸水災害の統合影響予測と適応策の経済評価
サブテーマ3-2：高潮・高波等を対象とした沿岸域への気候変動影響予測と適応策の評価
サブテーマ3-3：河川洪水・内水氾濫による気候変動影響予測と適応策の評価
サブテーマ3-4：流域における水資源への気候変動影響予測と適応策の評価

テーマ４：国民の生活の質（QoL）とその基盤となるインフラ・地域産業への気候変動影響予測と
適応策の検討と評価【栗栖聖（東京大学）】

サブテーマ4-1：生活の質（QoL）から見た地域の気候変動脆弱性の評価と適応策の検討と評価
サブテーマ4-2：都市インフラを対象とした気候変動影響予測と適応策の検討と評価
サブテーマ4-3：地域の土地利用・市街地環境への気候変動影響予測と持続的再生方針の検討と評価
サブテーマ4-4：交通・輸送システムへの気候変動影響予測と新しいサービスの検討と評価

テーマ５：気候変動影響の経済評価手法の開発【日引聡（東北大学）】
サブテーマ5-1：気候変動による農業部門と健康への影響に関する経済評価手法の開発
サブテーマ5-2：気候変動による自然災害がもたらす影響に関する経済評価手法の開発



研究の工程表
FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024

テーマ１

テーマ２

テーマ３

テーマ４

テーマ５

想定される
環境政策等
との連携・
インプット

科学的知見
（影響評価結
果等）の活用
法の共有

共通シナリオ
第一版を用い
た影響予測の
試算

科学的知見
（影響評価結
果等）の活用
法の確認

共通シナリオ
第二版を用い
た影響予測

A-PLATへの
影響予測結果
の提供

QoLを構成する要素の抽出・指標の検討

適応シナリオの構築インフラ・土地利用への影響予測

マクロ経済モデルの開発

経済影響評価

経済影響評価

部門別被害予測モデルの開発

シナリオ評価

QoLへの影響予測 改善策の提案

データ収集・整理 データ解析と新規予測手法の開発 全国評価

シナリオ
整備・配信(1)

データベース
構築・公開

シナリオ
整備・配信(2)

データ収集・デジタル化 適応オプションの整理

モデルの高度化・開発・影響予測
（第一版）

影響予測・適応オプション定量化・
全国展開（第二版）

分野間比較

影響予測（第一版） 第3期影響評
価への貢献

適応効果評価(主に防護) 適応効果評価(順応、撤退)

影響予測（第二版）
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４．研究開発内容

５．研究開発の結果と考察

• テーマ毎の結果概要

• 主要な成果



テーマ２
【農林水産業】

水稲，畑作物、野菜、果
樹，畜産，林業，水産業

テーマ３
【水環境・水資源，
自然災害・沿岸域】

沿岸浸水，高潮・高波，
河川洪水・内水氾濫，

水資源

テーマ４
【健康，産業・経済活動，
国民生活・都市生活

都市インフラ，土地利用，
交通・輸送システム，
健康，地域産業

テーマ５
【経済影響評価】

農業・健康・製造業部門の経済影響評価手法

テーマ１
【研究フレームワーク】

共通シナリオ，統合DB，非線形統計手法、ABM, 国際的取組への貢献

共通シナリオ（気候シナリオ・社会経済シナリオ）

物理的
影響予測
結果経済影響予測手法影

響
予
測
結
果
・適
応
策
の
評
価
→
統
合
D
B

分
野
毎
の
知
見
・デ
ー
タ
・予
測
結
果
→
新
し
い
影
響
予
測
手
法
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研究テーマの構成



テーマ１ 気候変動影響予測・適応評価フレームワーク

ST1(3)1,2
統計的評価手法の開発

ST1(4)
適応評価手法の開発

ST1(2)
研究成果の集約・分析

ST1(1)：S-18の総括班。研究フレームワーク構築と基盤情報の整備

1(3)2 ﾃﾞﾝｸﾞ熱、熱中
症、新型ｺﾛﾅ

1(3)1 農業、自然災
害など
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●地域気候変動適応センターの
適応能力の評価

●気候変動影響の類型化
（地域差）

●気候変動適応の緊急性（適応
策の発動時期）

●各種統計的モデルの予測力
比較

●収量の将来予測（くり）
●2100年までのWBGT変化（東

京）

●デング熱：夏季の再生産数

●水需給よおs九モデル
（信濃川）

●人工社会モデルによる

政策効果の評価



●水稲の収量（適応なし）
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テーマ２
農林水産業

2(1)  農業

2(3)  林業

2(2) 畜産

●80年生林純一次生産の変化

●サンマ漁場面積の変化

2(4)  水産業

●山地土砂災害リスクの
評価モデル

72時間以内の雨量が100
年に一度の確率の降雨
強度に達する際に災害
発生リスクが高いことを
明らかにした。

→山地災害リスクを考慮
した適応策評価モデルの
開発

●白未熟粒の増加

●農業分野の影響予測

これまで気候変動影響につい
ての研究蓄積の少なかった作
目（＊印）に対象を拡大

・主穀作：水稲、小麦*、大豆*

・果樹：ブドウ、リンゴ、亜熱帯
果樹*

・野菜：施設トマト*、ホウレン
ソウ*

道東海域 漁場面積出現分位

過去
1991-2005

未来
2030年代

未来
2050年
代

未来
2090年
代

1
0 

2
5

5
0 

7
5

9
0 

●新規対象家畜のデータ収集

泌乳牛の乳量減少、採卵鶏の日産
卵量、肥育後期豚の体重増加の低
下割合と温度との関係を明らかにし、
定式化（モデル化）した。

→より精度の高いモデルの構築、
全国影響評価へ

●既存モデルによる影響評価の
高度化

暑熱影響が顕著な７～９月について
育成牛、肉用鶏（ブロイラー）、肥育前
期豚の空間解像度を高めた影響評価
地図を作製（全国マップ）。気候予測
による不確実性を評価。→より分かり
やすく説得力の高い解析へと展開
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●海面上昇：都道府県別浸水面積と
被害額推計

●多重防護のコスト

●住宅移転費用の推計

3(1)  海面上昇・沿岸浸水

●適応策・緩和策による被害軽減評価

3(3)  河川洪水・内水氾濫

●ｄ４PDFを用いた高潮指定（三大湾）

3(2)  沿岸・高潮・砂浜

3(4)  水資源

●渇水量の変化予測

●水需要期における渇水流量

代かき期（5月）

テーマ３
自然災害・

水資源
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●自治体の深刻度認知 ●観光業による地域分類と脆弱性 ●物質ストック全国分布 ●コンクリートによる

CO2吸収予測

●都市施設による適応策
●地区スケールの温熱環境シミュレーション●車両基地・駅の災害危険度評価

テーマ４
国民生活
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テーマ５
経済評価

東京: -6.549(%)

0 400km

東京での水害被害の地域総生産（GRP)への影響

(%)

 1.50
 1.25
 1.00
 0.75
 0.50
 0.25
 0.00
-0.25
-0.50
-0.75
-1.00
-5.00

5(1)  農業・健康分野の経済評価

5(2) 自然災害影響・経済評価モデル

0 400km

四国及び九州における気温上昇による農業生産額への影響 

(%)

  0.03
  0.02
  0.01
  0.00
 -0.01
 -0.02
 -0.03
 -1.00
 -5.00
-10.00
-12.00

●地方の農業生産性低下の
波及効果（ﾃｽﾄｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ）

●年齢による収量の違い ●大豆栽培期間中の平均
気温上昇（2℃、東北）

●コメ（左）と大豆（右）の収量変化

●水害が製造業に与える影響分析
●都道府県経済モデル
の開発： 資本ストック

毀損の波及効果（東京） ●健康被害モデル：

気温上昇による死亡
率の変化



主要な成果１： S-18研究フレームワークの構築
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● 影響予測・適応評価研究の枠組み

• ①温暖化レベル、②気候シナリオ、③社会経済シナリオ、④適応あり／なしの条件を組み合
わせて、多様な条件下で評価を行う。

• これに合わせて、気候シナリオと社会経済シナリオを設定
• 全てのテーマが共通の条件で影響予測と適応策の評価を実施



気候シナリオと社会経済シナリオ
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• 【気候シナリオ】 国立環境研究所、気象研、東大大気海洋研、農研機構、JAMSTEC、推進費
課題2-1904と連携して気候シナリオWGを設置し、日本域にダウンスケールした気候シナリオ
（国土数値情報3次メッシュ（1㎞×1km））を設定・配信。全球気候モデル（GCM）は5モデル。

• 【社会経済シナリオ】 国立環境研究所、推進費課題2-1805と連携して社会経済シナリオWGを
設置し、2100年までの社会経済シナリオ（人口及び土地利用分布の変化）を作成。IPCCの世界
版SSPシナリオをベースに日本の社会条件を考慮して構成した日本版SSPと社会条件を単純
化した現状固定シナリオである。

気候／社会経済シナリオの組み合わせ

社会経済シナリオ（SSP）

温
暖

化
レ

ベ
ル

（
R

C
P

）

項目 第1回評価（2021年）

対象地域 全国（ 3次メッシュ or 市町村）
特定地域ｹｰｽｽﾀﾃﾞｨ

対象期間 2020～2100年
ﾀｲﾑｽﾗｲｽ：2030、2050、2090年

温暖化・気
候シナリオ

RCP8.5（ +４℃）、2.6（+２℃ ）
気候モデル5種類

社会経済シ
ナリオ

現状固定、SSPシナリオ1（持続可
能）、5（化石燃料継続・高度成長）

適応シナリ
オ

分野ごとに設定



主要な成果２： 全国的影響予測・適応評価

＜３次メッシュ（1km×1km）ベース＞
農業：水稲、病害虫、リンゴ、ブドウ、アボガド
畜産：肥育豚、育成牛、搾乳牛、肉用鶏、採卵鶏
林業：人工林一次生産、スギ
漁業：サンマ、養殖ノリ、ワカメ
自然災害：海面上昇・高潮浸水域、砂浜、河川氾

濫・内水氾濫、適応策コスト、移住策コスト
水資源：河川流量、水需給
健康：デング熱、新型コロナ、熱中症
都市構造物：構造物ストック、災害廃棄物

＜都道府県・市町村ベース＞
QoL：影響・適応状況把握、QoL変化
地域脆弱性：市町村脆弱性
交通：鉄道・高速道路災害リスク、乗合バス・

鉄道運行拠点
経済評価：農業所得、製造業被害、都道府

県影響伝播、市町村脆弱性
農業（統計的手法）：水稲、コムギなど24種

全国評価・広域評価（40項目）

農業：コムギ、大豆、トマト、ホウレンソウなど
林業：樹高成⾧量、斜面崩壊リスク
漁業：スルメイカ、暖水性種、底引き網漁業
河川氾濫：富山県河川
水資源：水需給予測（信濃川流域）
都市構造物：洪水廃棄物発生量（名古屋市）
土地利用：地区熱環境変化、市街地環境整備方針

総合的影響評価フレームワーク、共通シナリオ
地域影響解析手法
統計的影響予測モデル（農業、生態系、水環境、水

害など）
健康影響予測モデル（感染症、熱中症）
人工社会モデルによる適応評価手法
市街地整備・都市計画手法 など

ケーススタディ・試験地評価（10項目以上）

予測モデル・評価手法開発

• これまで影響予測の不足していた農作物、国民生活・都市・交通など新規分野を含む評価対象
の大幅な拡大。一部の分野では、適応策の効果を評価

※評価指標の例。第2回評価の項目も含む



成果２の特徴

1. 評価対象分野の拡大

• 影響評価が不足していた農作物や国民生活・都市・交通などへ対象分野を拡大。
単一プロジェクトとしては、これまでにない数の項目。

２．共通のフレームワーク、共通シナリオを用いた影響予測・適応評価

• 同一の条件下での評価によって、分野間の比較や地域特性の分析を可能にした。

３．政府、地方自治体等のニーズへの対応

• 高い空間解像度の影響予測、適応策の効果評価などを実施。一部の分野（農業、
畜産、沿岸域浸水、洪水氾濫など）では、適応策の効果の評価を実施。

• 統計的影響評価手法、人工社会モデルによる適応行動分析モデルなど、政府や
自治体、企業などが活用しうる各種手法を開発。

• 新型コロナ感染症、適応策と緩和策の関係といった社会的課題を取り込み。

４．影響と適応策に関する経済評価の実施

• 影響の経済評価と適応策の費用分析を実施。

• 地域間の影響波及効果を解析できる都道府県モデルを開発。

５．高次の政策分析を試行

• 緩和策・適応策の組み合わせによる影響リスク低減効果を分析(洪水氾濫・内
水氾濫分野)。

• 将来にわたる国民の水産物需要の充足と水産業の継続を実現する持続可能将来
シナリオを検討(水産業)

• 第2回評価では、さらに統合的解析を進める。



主要な成果３： 連携・交流・成果発信の展開

1. 他のプロジェクト等との連携

• 共通シナリオ構築のために、国立環境研、気象研、東大大気海洋研、農研機構、
JAMSTEC、推進費課題などと連携

• 会合を共催、あるいはゲストとして招聘（S-18シンポジウム、IPCC連携シンポ
ジウム、S-18セミナーなど）

２．地方自治体や企業などとの意見交換

• 研究の一環として、自治体アンケート、自治体関係者との意見交換を実施

• 「気候変動適応策に関するアンケート」を実施し、自治体・企業のニーズを把握

• S-18セミナーの参加者の半数以上は自治体・企業関係者

３．国際共同研究と国際連携

• S-18全体で10件の国際連携を実施

• IPCC第6次報告書への貢献、世界機構研究計画コ
アプロジェクトへの参加など重要な連携を展開




